
2025/6/19 常陸農業協同組合 1

持続可能な農業の実現へ

常陸農業協同組合
代表理事組合長 秋山 豊

テキストボックス
資料２



2025/6/19 常陸農業協同組合 2

目次

・ＪＡ常陸について

・取組み推進の背景

・有機農業に関する取組
①これまでの変遷
②地域貢献部創設

     ③取組み紹介

・今後課題と展望

・まとめ



ＪＡ常陸についてⅠ
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ＪＡ常陸は、茨城県北部11市町村を管轄
する北関東最大規模の農業協同組合です。
太平洋に面する沿岸地域から、久慈・八

溝山等に面する山間地域、そして都市地域
と幅広い地域を要しており、その地域特性
を活かしながら事業を展開しています。
主な農産物としては、米・そば・甘藷・

栗・なす・畜産・花卉及び枝物等があげら
れ、さらに、ジェラートやヨーグルト、栗
ペースト等ＪＡ独自や関係機関と連携しな
がら６次産業化にも力をいれています。

※JA日立市多賀様を除く
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ＪＡ常陸についてⅡ

ＪＡ常陸ロゴデザイン
「JA常陸」のローマ字頭文字「H」をモチーフに、5JAの合併「5つの実り」を表現。
「H」をとりまく輪は、5JAの「絆」をイメージしました。

JA常陸では「地元だいすき」のスローガンのもと提携店制度をはじめとする地場循
環・地域活性のための活動を実施しています。

経営理念
農を通じて、真の豊かさ、真の生きがいを

地域の人々とともに創出します。
豊かさ、真の生きがいを
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JA常陸の概要

名称 常陸農業協同組合

代表者名 秋山 豊

本店所在地 茨城県常陸太田市

組合員数 51,553人

役員数 56人

職員数 1,140人

事業の概要

貯金残高 325,518百万円

貸出金 67,170百万円

貯貸率 20.6％

長期共済保有高 710,843百万円

購買品供給高 5,483百万円

販売品販売高 10,231百万円

ＪＡ常陸についてⅢ
（令和７年１月３１日現在）
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取組み推進の背景
●開始２年で多くの有機作物を学校給食へ
⇒更なる普及へ
当ＪＡでも、これまで化学性肥料の低減や減農薬による環境に配慮した農業の

実現に向け取り組んでいた。
2019年茨城県が「いばらきオーガニックステップアップ事業」を創設し、有機

農業を強力に推進。さらに2020年には、常陸大宮市が学校給食の１００％オーガ
ニック化に向けて動き出すなど、行政としても有機農業を推進していく体制がと
られてきた。
当ＪＡとしても有機農業への社会的関心や必要性から、2022年ＪＡ常陸の子会

社である「ＪＡ常陸アグリサポート」へ有機農業に取り組む様説得し、１haの畑
に展示圃場を設置。ジャガイモ・サツマイモ・カボチャ・ニンジン等を作付けし
た。さらに翌年の2023年には水稲の作付も開始し、収穫された農産物の多くは常
陸大宮市学校給食へ供給を行うなど、行政との連携により有機栽培の推進を行っ
た。
次のステップとしては、ＪＡ子会社で培った知識を各地区へ普及し有機栽培へ

の理解を得る事や、栽培された有機農産物の販路として他市町村の学校給食への
供給や東京市場を検討している。
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有機農業に関する取組Ⅰ

●これまでの変遷●
○2022年 JA常陸アグリサポートで有機栽培野菜の試験圃場を設置
    ・面積は１ha、10品目 県有機農業技術研究所会長松岡氏の協力を得る。

・栽培された野菜を常陸大宮市学校給食へ供給開始。
・2025年では有機野菜栽培面積5ha、10品目。

○2023年 同子会社及び生産者１名が有機栽培での水稲作付開始
・常陸大宮市鷹巣地区に合計3.9haで栽培を開始。
・栃木県にある民間稲作研究所の指導をうけ、全量１等米、食味85を達成。
・栽培された米を常陸大宮学校給食へ供給開始。
・2025年では有機水稲栽培面積8.3ha令和７年度産有機米の収穫以降は、常陸
大宮市学校給食の米は100％有機水稲で賄う計画。

○2024年 常陸大宮市とJA常陸・同子会社が協力し、一般農家への栽培指導
及び栽培開始

・７名の個人農家が取組を開始。
○2025年 地域貢献部創設及び、ひたちなか市（甘藷）、那珂市（水稲）で有
                 機栽培展示圃場を設置

・有機栽培を直に見てもらうため設置。子会社で経験を積んだ職員が指導。
・甘藷１５a、水稲１０aで実施。
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有機農業に関する取組Ⅰ（参考資料）

水 稲 内（）は有機的栽培

品目 2022年 2025年

主食米 103.4ha（3.4ha） 118.3ha
（8.3ha・子会社+農家14ha）

飼料用米 65ha 70ha
合計 168.4ha 188.3ha

露地野菜 内（）は有機的栽培 ※面積は延べ

品目 2022年 2025年（春作）

根菜類（甘藷・馬鈴薯・人参等） 19.8ha(1.8ha) 15.5ha(3.0ha)

葉茎菜類（キャベツ・レタス・ブ
ロッコリー、トレビス等） 2.9ha(0.3ha) 4.4ha(1.0ha)

果菜類（なす・カボチャ等） 0.4ha(0.1ha) 0.4ha(0.3ha)

小麦・デントコーン・緑肥等 23ha（0.0ha） 26ha(0.7ha）

ＪＡ常陸アグリサポートの栽培規模
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有機農業に関する取組Ⅰ（参考資料）

常陸大宮市学校給食への
有機農産物使用状況

年 度 野 菜 米

2022年（初年度） ４ｔ（６品目） ０ｔ（2023年より）

2024年（令和6年度） ２９ｔ（１０品目） １４ｔ

●供給実績

（参考）
●２０２５年において、有機栽培米１００％・野菜３０％を学校給食で使用
する見込み。
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有機農業に関する取組Ⅱ

地域貢献部の創設

○新設年：令和７年２月
○名称：地域貢献部（２課体制）
○担当業務：
・地域貢献課（新設）
①持続可能な農業の推進（有機栽培）
⇒JA子会社で実務を経験した職員を配置
⇒営農経済センター（TAC）と連携した
農家への指導。

②地域特性を活かした、地域活性化事業

・くらしの相談課
①女性部組織統括部署
②介護福祉事業
③生活関連事業 2025年4月14日(月) 日本農業新聞
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有機農業に関する取組Ⅲ

取組み紹介
（有機甘藷の展示圃場を設置）

2025年5月1日(木) 日本農業新聞

○設置場所：ひたちなか市中根
○設置面積：約１５a
○定植品種：紅はるか
○定植日：令和７年５月２８日

○ひたちなか市は甘藷の産地であり、生食用や
干し芋用として広く栽培されている。
有機という言葉は知っているものの、実際の

ところどのように行ったらいいか、病害虫や草
は大丈夫なのか、品質はどうなのか等、分から
ないとの声があった。
このため、展示圃場を設置し近隣生産者に見

てもらうことで、有機栽培への理解醸成を図る
事を目的にしている。
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有機農業に関する取組Ⅳ

取組み紹介
（有機水稲の展示圃場を設置）

2025年5月31日(土) 日本農業新聞

○設置場所：那珂市戸
○設置面積：約１０a
○定植品種：コシヒカリ
○定植日：令和７年５月２７日

○那珂市も小場江用水路周辺を含め水田
地帯を有しているが、有機的栽培で水稲
を作付けしている生産者はいないのが実
情となっている。
このため、展示圃場を設置し近隣生産

者に見てもらうことで、有機栽培への理
解醸成を図る事を目的にしている。
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有機農業に関する取組Ⅴ

取組み紹介
（有機大豆を使用した豆腐・豆乳の開発）

○発端：学校給食の中で、たんぱく源となってい
る牛乳を有機ダイスを使用した豆乳で代
用できないか。
⇒豆乳を使ったメニューであれば、子ど
もたちも食べられるのではないか。

○今後の予定：
有機大豆を使用した試作を行い、同市・
ＪＡ・地域における豆腐製造会社との連
携により、令和７年度下期より豆腐・豆
乳の供給を開始する計画。

※令和７年度提供予定 有機大豆学校給食豆腐、
豆乳を使ったスープ・シチュー等

2025年8月10日(日)
日本農業新聞
（試食会開催）
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今後の課題と展望
課題：既存生産者や新規生産者の有機栽培に対する理解促進。

⇒病害虫・雑草・品質・販路等、複合的な不安や疑問。

展望：①技術的不安

⇒展示圃場を中心とした講習会を開催予定。実際の生育や収穫物を見
てもらう。

②経営的不安

⇒販路や単価の課題解決。

近隣市町村学校給食との調整、東京市場での有機農産物流通。そ
の他多角的な販路検討。

③資材的不安

⇒農林水産省が認めた有機JAS資材の中から主要なものを抽出すると
ともに供給体制を構築。

有機JASの資材リストが膨大であるため、ＪＡが選定しＪＡに行
けば有機JASの資材が買えるようにしたい。但し、有機資材の価格が
高いので、品質と価格のバランスを検討。
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まとめ

JA子会社である「JA常陸アグリサポート」の尽力により、
有機での露地野菜及び水稲栽培が可能との証明は出来た。
今後は、この技術普及と有機に対する生産者への理解促
進及び販売が課題。

・有機栽培は「できる」が「続けられる」環境づくりが
重要。

・現場の成功事例を地域全体に波及させ、有機農産物の
安定供給体制の構築を、農家・行政・市場・ＪＡとの
連携で、有機農業を育てていきたい。
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ご清聴ありがとうございました。
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